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課 係

円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

歳入、歳出差引残高3,461,751円は平成28年度へ繰越

事　業　名 国民健康保険事業特別会計 予
算
科
目

会計 02 国民健康保険事業特別会計

款

事業開始年度 項

担当部署 保険年金 国民健康保険 目

平成 年度 事業進捗率 ％

事業費 3,614,607,434 事
業
の
目
的
・
目
標

　国民健康保険法（昭和33年12月24日法
律第192号）に基づき、被用者保険など
の適用者以外の市民を被保険者とし、そ
の疾病、負傷、出産または死亡に関して
必要な給付を行い、もって社会保障及び
市民保健の向上に寄与することを目的と
する。

財
源
内
訳

688,537,003

933,533,202

国庫支出金

①　被保険者の状況（年度平均）
一　　般 退　　職

140,170,961

0

1,852,366,268

県支出金

地方債

その他

一般財源

人

②　収支状況
歳　　　　　入 歳　　　　　出

科　　　　目 決 算 額 科　　　　目 決 算 額

計
世　帯　数 3,581 世帯
被保険者数 5,023 人 368 人 5,391

療養給付費
一　般 1,911,472,754

介護納付金負担金 34,443,388 退　職 94,619,159

国民健康保険料 476,478,064 総　　　務　　　費 48,450,586

国
庫
支
出
金

国庫
負担
金

療養給付費負担金 351,888,300

保
険
給
付
費

療
養
諸
費

後期高齢者支援金負担金 88,404,354
療　養　費

一　般 8,402,589
高額医療費共同事業負担金 15,991,961 退　職 665,112

0
高額療養費

一　般 307,629,915
計 688,537,003 退　職 15,106,451

特定健康診査等負担金 3,820,000 審査支払手数料 5,192,561
国庫

補助金

財政調整交付金 193,989,000 小　計 2,020,352,175
その他

県
支
出
金

県
負担金

高額医療費共同事業負担金 15,991,961 高額介護合算 334,319
特定健康診査等負担金 3,820,000 葬　　 祭　  諸　　 費 1,680,000

県補助金 財 政 調 整 交 付 金 120,359,000 出　産　育　児　諸　費 4,620,000
計 140,170,961 計 2,349,722,860

療 養 給 付 費 交 付 金 115,209,000
後期高齢者支援金

後期高齢者支援金 289,657,658
前 期 高 齢 者 交 付 金 989,609,849 事務費拠出金 19,687

共同事業
交付金

共 同 事 業 交 付 金 81,139,752
前期高齢者納付金

前期高齢者納付金 172,334
保険財政共同安定化事業 666,183,426 事務費拠出金 20,250

使用料及び手数料・財産収入 224,241
老人保健拠出金

医療費拠出金 0

繰
入
金

一
般
会
計

保 険 基 盤 安 定 141,316,427 事務費拠出金

そ の 他 の 繰 入 74,277,741 保険財政安定化事業 626,740,907
計 319,658,015 その他 の 共同事業 180,124

15,575
職 員 給 与 費 等 46,230,847 介　護　納　付　金 107,635,588
財 政 安 定化支援 57,833,000

共同事業
拠出金

高額医療費共同事業 63,967,845

基　金　繰　入　金 133,000,000
保健事業費

特定健康診査等事業費 14,335,770
繰　　越　　金 1,529,719 保 健 衛 生 普 及 費 19,741,866

6,329,155 そ の 他 の 支  出 33,888,943
合　　　　　計 3,618,069,185 合　　　　　計 3,614,607,434

その他
第 三 者 納 付 金 2,842,000 基　金　積　立　金 60,057,441
そ　　　の 　　他 3,487,155 公　　　債　　　費 0

計
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⑤　主な歳出の内訳

人 人

人 人

人 人

人

③　収納状況
区　　　　　分 調定額 収納額 不納欠損額 未収金

後期高齢者
支援金分

現年度分 91,196,072 88,352,664 0 2,843,408

収納率

医療給付費分
現年度分 357,591,568 346,259,248 0 11,332,320 96.83

滞納繰越分 49,204,345
96.88

滞納繰越分 11,970,493 2,077,139 5,422,830 4,470,524 17.35

8,541,949 22,472,770 18,189,626 17.36

94.73
滞納繰越分 6,867,870 1,212,056 2,939,393 2,716,421 17.65

介護納付金分
現年度分 31,706,260 30,035,008 0 1,671,252

96.70
滞納繰越分 68,042,708 11,831,144 30,834,993 25,376,571 17.39

合　　計
現年度分 480,493,900 464,646,920 0 15,846,980

限度額
医 療 給 付 費 分 9.40％ 12.20％ 27,700円 18,900円 520,000円

④　賦課割合
所得割 資産割 均等割 平等割

介 護 納 付 金 分 2.30％ 5.10％  6,400円 4,100円 160,000円
後期高齢者支援金分 2.30％ 3.10％ 7,000円  4,900円 170,000円

高 額 療 養 費
一般被保険者分 　　　　　　307,629,915円
退職被保険者分 　　　　 　　15,106,451円

出　産　育　児　諸　費 　　　　11件　4,620,000円

区　　分 内　　訳 摘　　　要

医療費（費用額）
一般被保険者一人当たり医療費 　　　　　　　　516,967円
退職被保険者一人当たり医療費 　　　　　　　　366,796円
全被保険者一人当たり医療費 　　　　　　　　507,161円

1日外来ドック 183 脳ドック 231
前立腺がん検診 368 乳がん検診 141

葬　　　　祭　　　　費 　　　　56件　1,680,000円

保　健　事　業

健康づくり推進事業 特定保健指導事業（生活習慣病予防事業）
委　 託 　事　 業 ごうつ健康ダイヤル21（24時間電話相談）
啓　 発   事 　業 各種リーフレット

各 種 検 診 助 成

特 定 健 康 診 査（見込）
対象者数 4,089人
実施人員 2,000人
受 診 率 48.9％

子宮頸がん検診 96 胃がん検診 133
大腸がん検診 412
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課 係

円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績及び効果

①　川越診療所診療日　毎週水・金曜日の午後２時３０分から３時３０分まで

②　収支状況

国民健康保険診療所事業特別会計

款

事業開始年度

事　業　名 国民健康保険診療所事業特別会計 予
算
科
目

会計 03

項

担当部署 保険年金 国民健康保険 目

平成 年度 事業進捗率 ％

事業費（A) 3,128,478 事
業
の
目
的
・
目
標

　国民健康保険条例（昭和34年江津市条
例第159号）に基づき、医師不足地域に
おける被保険者の健康の保持増進を図る
ことを目的とする。財

源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

科　　　　目 決 算 額 科　　　　目 決 算 額

1,835,645

1,292,833

歳　　　　　入 歳　　　　　出

診療収入
外 来  収 入 572,645 総　　　務　　　費 2,828,723
その他の収入 0 医　　　業　　　費 299,755

手　　　数　　　料 0 予　　　備　　　費 0
繰　　　入　　　金 2,527,000
繰　　　越　　　金 36,931
諸　　　収　　　入 0

歳入、歳出差引残高8,098円は平成28年度へ繰越

県　  支 　出 　金 0
合　　　　　　　計 3,136,576 合　　　　　　　計 3,128,478
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課 係

円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容

○事業の実績
●被保険者数（年度末人数）

●収支状況

歳入

歳出

歳入、歳出差引超過額437,760円は、翌年度に繰り越す。

○事業の効果
島根県後期高齢者医療広域連合と連携を図りながら、適正、円滑に事業を実施することが
できた。

後期高齢者医療事業特別会計

款

事業開始年度

事　業　名 後期高齢者医療事業特別会計 予
算
科
目

会計 05

項

担当部署 保険年金 医療年金 目

平成 年度 事業進捗率 ％

235,173,422

502,104,028

　島根県後期高齢者医療広域連合が保険証発行・保険料賦課・医療費給付等を行い、市が保険料徴
収・申請届出等の受付の窓口業務を行なう。事業費としては、電算システム委託料など管理費と、島
根県後期高齢者医療広域連合に対する負担金・保険料等の納付金が主なものである。

事業費 737,277,450 事
業
の
目
的
・
目
標

　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和
57年法律第80号）に基づき平成20年４月よ
り開始となった後期高齢者医療制度は、75
歳以上の人（広域連合が認定した一定の障
害のある65歳以上の人を含む）が加入する
新たな医療保険制度で、保険者である島根
県後期高齢者医療広域連合と市が協力して
運営を行なう。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

区　　分 平成25年度 平成26年度 平成27年度
被保険者数 5,137人 5,083人 5,009人
うち65～75歳未満の障害認定者 47人 39人 37人

科　　目 決　算　額 備　　考
後 期 高 齢 者 保 険 料 230,665,920
一 般 会 計 繰 入 金 502,105,528
繰 越 金 347,250
そ の 他 収 入 4,596,512

計 737,715,210

科　　目 決　算　額 備　　考
一 般 管 理 費 24,365,675
徴 収 費 2,314,381
後期高齢者医療広域連合納付金 710,476,164
そ の 他 の 支 出 121,230

計 737,277,450
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課

円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

●接続状況

●受益者負担金の賦課、収納状況

※受益者負担金は、3年12回の分割納付又は一括納付

●使用料の収納状況

m3

m3

m3

m3

※一般家庭の 1月平均汚水量 m3

1月平均使用料 円

●維持管理の状況

工事請負費 1,701,000 0 0

使用料他 194,040 199,584 199,584

光熱水費・処理場及びﾎﾟﾝﾌﾟ修繕料等

役務費 106,912 213,588 158,590 通信運搬費・手数料・保険料波子浄化セ
ンター

委託料 8,325,660 9,874,638 12,849,120 処理場管理委託、下水汚泥処理委託

需用費 2,616,082 7,179,823 12,648,956

計 12,943,694 17,467,633 25,856,250

179,126 98.7%

16

2,950

処理場名 区分 平成25年度 平成26年度 平成27年度 備考

計 263 (3089) 69,179 13,838,525 13,659,399

過年度 4 （－） ― 70,939 11,731 59,208 16.5%

現年度
8,419,196 119,918 98.6%

事業所等 17 (194) 22,939 5,228,472 5,228,472 0

一般家庭 242 (2895) 46,240 8,539,114

511,800 0

過年度 857,700 0 857,700 111,800 0

100.0%

区分 件数(月数)
汚水量

調定額 収入済額 収入未済額 収納率
(使用料対象)

賦課総額 猶予・減免 調定額 収入済額

745,900 13.0%

745,900 40.7%

不納欠損額 収入未済額 収納率

現年度 400,000 0 400,000 400,000 0 0 100.0%

計 1,257,700 0 1,257,700

供用開始件数 接続済件数 接続率
接続済人口

（一般家庭のみ）

25,856,250

379 264 69.7% 527

％

事業費（A) 25,856,250 事
業
の
目
的
・
目
標

　波子浄化センターの水処理施設の運
転・水質管理・機械保守等の施設管理や
マンホールポンプの運転保守を行うこと
により、波子処理区の正常な汚水処理機
能を確保する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

事　業　名 公共下水道事業特別会計（波子処理区） 予
算
科
目

会計 07 公共下水道事業特別会計

款 01 下水道費

事業開始年度 項 02 施設管理費

担当部署 下水道 目 01 施設維持費

平成 年度 事業進捗率
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課

円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

●接続状況

●受益者負担金の賦課、収納状況

※受益者負担金は、3年12回の分割納付又は一括納付

●使用料の収納状況

m3

m3

m3

m3

※一般家庭の 1月平均汚水量 m3

1月平均使用料 円

●維持管理の状況

事　業　名 公共下水道事業特別会計（江津西処理区） 予
算
科
目

会計 07 公共下水道事業特別会計

款 01 下水道費

事業開始年度 項 02 施設管理費

担当部署 下水道 目 01 施設維持費

平成 年度 事業進捗率 ％

事業費（A) 36,754,607 事
業
の
目
的
・
目
標

　江津西浄化センターの水処理施設の運
転・水質管理・機械保守等の施設管理や
マンホールポンプの運転保守を行うこと
により、江津西処理区の正常な汚水処理
機能を確保する。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 36,754,607

一般財源

供用開始件数 接続済件数 接続率
接続済人口

（一般家庭のみ）

1,459 744 51.0% 2,109

賦課総額 猶予・減免 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

現年度 23,768,800 8,400,000 15,368,800 14,577,900 0 790,900 94.9%

過年度 8,496,800 0 8,496,800 1,461,750 1,351,600 5,683,450 17.2%

(使用料対象)

現年度
一般家庭 861 (10325) 156,206

6,474,350 67.2%

区分 件数(月数)
汚水量

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

計 32,265,600 8,400,000 23,865,600 16,039,650 1,351,600

28,950,271 28,574,489 0 375,782 98.7%

事業所等 115 (1377) 139,798 31,380,254 31,380,254 0 0 100.0%

過年度 26 （－） ― 1,009,509 190,205 9,450 809,854 18.8%

計 1,002 (11702) 296,004 61,340,034 60,144,948 9,450 1,185,636 98.1%

15

2,804

処理場名 区分 平成25年度 平成26年度 平成27年度 備考

光熱水費・処理場及びﾎﾟﾝﾌﾟ修繕料等

役務費 533,925 344,786 447,668 通信運搬費・手数料・保険料江津西浄化
センター

委託料 47,069,590 20,210,754 25,785,660 処理場管理委託、下水汚泥処理委託

需用費 7,577,611 13,639,107 10,328,175

計 56,334,866 34,387,751 36,754,607

工事請負費 966,000 0 0

使用料他 187,740 193,104 193,104
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●事業の実績

【繰越明許費分】
１．江津西処理区

○社会資本整備総合交付金事業

江津本町地区汚水管渠布設工事 L= 31m

【平成27年度現年分】
１．江津西処理区

○社会資本整備総合交付金事業

事　業　名 公共下水道事業特別会計（公共下水道事業） 予
算
科
目

会計 07 公共下水道事業特別会計

款 01 下水道費

事業開始年度

　本事業は島根県全県域下水道化構想に
基づき、江津市が行う公共下水道事業で
ある。
　波子処理区および、江津西処理区にお
いて居住環境を改善するとともに、処理
区内を流れる河川の汚濁防止等公共用水
域の水質保全を図る。

財
源
内
訳

国庫支出金 132,000,000

県支出金

地方債

項 03 下水道建設費

担当部署 下水道 目 01 公共下水道建設費

平成 13 年度 事業進捗率 ％

149,700,000

その他 6,995,543

一般財源 7,512,480

管 渠

【補助事業】

管渠布設工事に伴う水道管支障移転補償　1業務

事業費（A) 296,208,023 事
業
の
目
的
・
目
標

13,451,840 6,101,960
補助合計 151,715,000

【単独事業】

基幹事業 効果促進事業
和木東(7工区)地区汚水管渠布設工事 L= 739m 27,851,200 2,186,280
都野津(2工区)汚水幹線管渠布設工事 L= 440m 102,123,720 －

897,480
合計 152,612,480

管 渠

【補助事業】
基幹事業 効果促進事業

嘉久志西(JR北)地区汚水管渠布設工事(前払・中間払) 14,830,776 －

江津(あけぼの工区)地区汚水管渠布設工事(前払) 3,000,000 －
管渠詳細設計業務（二宮工区外)　２業務 22,377,600 －

嘉久志西(高角1工区)地区汚水管渠布設工事(前払) 22,838,544 －
都野津(3工区)汚水幹線管渠布設工事(前払) 42,300,000 －

補助合計 107,931,785
【単独事業】

江津(東高浜)地区汚水管渠布設工事 L=23m 1,406,160
嘉久志西(JR北)地区汚水管渠布設工事(前払・中間払) 6,553,224

管渠布設工事に伴う水道管等支障移転補償 2業務 2,584,865 －

江津西汚水幹線耐震設計見直し業務 486,000
管渠布設工事に伴う水道管等支障移転補償 1業務 578,000
事務費　(補助事業対象分) 11,633,779

嘉久志西(高角1工区)地区汚水管渠布設工事(前払) 5,025,456
管渠詳細設計業務（二宮工区外)　２業務 2,870,640
汚水管渠布設工事に伴う地下水影響調査業務 1,350,000

単独合計 29,903,259
合計 137,835,044

処理場

【補助事業】
基幹事業 効果促進事業

汚泥共同処理(MICS)施設の実施設計作成委託に関する協定 5,200,000

総　計 143,595,543

【単独事業】

事務費　(補助事業対象分) 560,499
合計 5,760,499

－
補助合計 5,200,000
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●整備の状況

１．波子処理区の整備状況

・事業認可 平成１３年６月２２日(島根県告示第４９０号)
平成１３年度～平成２４年度

・供用開始の日 平成１７年４月１日　※一部
・区域内面積 ３０ヘクタール
・区域内計画人口 ９６０人
・下水道排除方法 分流式
・処理方法 嫌気好気ろ床法
・処理能力 ７５０㎥／日
・整備状況 平成23年度で整備完了

※ 高田地区整備費、災害復旧事業費は除く。

54 8,005

整備面積(ha) 28.4 1.2 0.1 0.0 0.0 0.3 30.0

管渠延長(m) 7,389 192 268 0 102

300,000 9,645,000

一般財源 33,828,267 0 0 0 0 0 33,828,267

受益者負担金 7,500,000 1,000,000 280,000 365,000 200,000

0 806,200,000

市債 874,400,000 18,200,000 5,200,000 5,200,000 3,000,000 4,500,000 910,500,000

国庫補助金 806,200,000 0 0 0 0

4,800,000 236,173,267

財源内訳

(うち単独) 197,928,267 19,200,000 5,480,000 5,565,000 3,200,000

4,800,000 1,760,173,267

(うち補助) 1,524,000,000 0 0 0 0 0 1,524,000,000

合計 1,721,928,267 19,200,000 5,480,000 5,565,000 3,200,000

0 20,014,022

計 1,160,300,000 0 0 5,565,000 0 0 1,165,865,000

事務費 20,014,022 0 0 0 0

0 0

補償費 0 0 0 0 0 0 0

用地取得費 0 0 0 0 0

0 88,417,350

処理場建設費 980,200,000 0 0 0 0 0 980,200,000

工事請負費 82,852,350 0 0 5,565,000 0

測量試験費 77,233,628 0 0 0 0 0 77,233,628

処理場 0

150,600 20,250,758

計 561,628,267 19,200,000 5,480,000 0 3,200,000 4,800,000 594,308,267

事務費 18,642,358 1,074,900 296,150 0 86,750

0 416,806

補償費 42,289,253 0 0 0 0 0 42,289,253

用地取得費 416,806 0 0 0 0

0 65,299,500

工事請負費 434,980,350 18,125,100 5,183,850 0 3,113,250 4,649,400 466,051,950

測量試験費 65,299,500 0 0 0 0

平成23年度 計

管渠

平成13～
18年度

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
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２．江津西処理区の整備状況

・事業認可 平成１４年５月１０日(島根県告示第５０３号)
平成１４年度～平成３０年度

・供用開始の日 平成１８年４月１日　※一部
・区域内面積 ３１５ヘクタール（全体６９６ヘクタール）
・区域内計画人口 ７，５４０人（全体１２，６７２人）
・下水道排除方法 分流式
・処理方法 嫌気好気ろ床法
・処理能力 ２，０３０㎥／日（全体６，１００㎥／日）
・整備状況

2.5 158.6

受益者負担金
欄に基金繰入
金1,092,000
円含む

受益者負担金
欄に基金繰入
金6,000,000
円含む

整備面積(ha) 114.6 7.9 15.6 12.4 5.6

※一部繰越

24 676,500,000 ※一部繰越

25 15,500,000 26 261,985,000

27 152,612,480

受益者負担金
欄にＨ27へ繰
越した負担金
7,512,480円
含む

2,842 23 39,602

0 45,507,0500

管渠延長(m) 26,486 2,075 3,972 4,204

一般財源 45,507,050 0 0 0

20,797,480 6,995,543 244,843,023

82,600,000 3,802,200,000193,800,000

受益者負担金 129,950,000 37,100,000 33,300,000 16,700,000

市債 2,671,800,000 357,400,000 335,200,000 161,400,000

200,000,000 54,000,000 3,568,450,000国庫補助金 2,443,450,000 393,500,000 323,500,000 154,000,000

財源内訳

14,597,480 30,463,758 743,768,288

113,131,785 6,917,231,785400,000,000

(うち単独) 551,607,050 56,000,000 67,000,000 24,100,000

(うち補助) 4,739,100,000 732,000,000 625,000,000 308,000,000

414,597,480 143,595,543 7,661,000,073

5,760,499 3,334,127,9990

合計 5,290,707,050 788,000,000 692,000,000 332,100,000

計 2,454,367,500 497,200,000 367,410,000 9,390,000

0 560,499 52,548,712

0 00

事務費 37,288,213 7,700,000 6,610,000 390,000

補償費 0 0 0 0

0 0 310,591,837

0 2,707,760,0000

用地取得費 310,591,837 0 0 0

処理場建設費 1,908,460,000 481,000,000 318,300,000 0

0 0 76,071,750

5,200,000 187,155,7000

工事請負費 76,071,750 0 0 0

測量試験費 121,955,700 8,500,000 42,500,000 9,000,000

137,835,044 4,326,872,074414,597,480

処理場
計 2,836,339,550 290,800,000 324,590,000 322,710,000

11,864,000 11,633,779 144,934,708

3,162,865 173,110,07519,553,800

事務費 96,485,804 4,518,075 7,325,000 13,108,050

補償費 62,350,235 19,795,125 41,605,350 26,642,700

0 0

95,954,160 3,620,184,085359,231,760

用地取得費 0 0 0 0

工事請負費 2,405,544,765 260,679,250 248,640,000 250,134,150

23,947,920 27,084,240 388,643,206測量試験費 271,958,746 5,807,550 27,019,650 32,825,100

管渠

平成27年度 計
平成14～
22年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

2
2
2
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課

円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

○事業の内容、実績
●給水人口（平成27年度末時点） ●有収率

●簡易水道料金収納状況

●維持管理の状況 （単位：円）

●一般会計からの繰出金 （単位：千円）

※「区分」欄
繰出基準・・・総務副大臣通知「地方公営企業繰出金について」に基づくもの

合計 156,094 66,472

児童手当に要する経費 繰出基準 120 0
簡易水道事業の持続的経営安定化のための補助 市単独 50,000 0

簡易水道の高料金対策に要する経費 繰出基準 39,502 0
簡易水道未普及解消緊急対策事業に要する経費 繰出基準 738 738

うち起債償
還充当分

簡易水道の建設改良に要する経費
繰出基準 42,797 42,797
市単独 22,937 22,937

合計 231,399,482

内容 区分 繰出額

災害復旧費 0
予備費 0

元金 90,906,388
利子 25,123,748

基金積立金 50,078,727 簡易水道事業基金積立金
公債費 116,030,136

水道管理費 38,994,571
事業費 0

一般職人件費 14,504,192
水道総務費 11,791,856

科目 決算額 備考
水道総務費 26,296,048

合計 63,309,265 62,498,760 0 810,505 98.72%
過年度分 976,705 563,835 0 412,870 57.73%
現年度分 62,332,560 61,934,925 0 397,635 99.36%

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

人口 給水人口 普及率 区分 配水量 有収水量 有収率
2,791人 2,515人 90.11% 現年分 305,497㎥ 239,983㎥ 78.55%

％

事業費 231,399,482 事
業
の
目
的
・
目
標

　桜江地区簡易水道事業は、維持管理を
中心とした業務を行う。

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 75,305,482

一般財源 156,094,000

事　業　名 簡易水道事業特別会計 予
算
科
目

会計 08 簡易水道事業特別会計

款

事業開始年度 項

担当部署 水道 目

平成 年度 事業進捗率
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課

円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

●接続の状況

件 件 % 人

●　加入負担金・使用料の収入状況

件 ㎥

件 ㎥

件

件 ㎥

●維持管理の状況

委 託 料 7,098,840 処理場管理委託料

需 用 費 10,214,998 光熱水費・修繕料(7,265,220円）等

総合計 62,397,557

工事請負費
計 17,626,081

川越処理区
役 務 費 288,443 電話・保険料等

使 用 料 23,800 土地借上料

使 用 料 36,344 土地借上料

工事請負費 0 公共マス取付工事

桜江中央処理区

委 託 料 13,389,408 処理場管理委託料

需 用 費 29,575,486 光熱水費・修繕料(19,485,144円）等

役 務 費 1,770,238 電話・保険料等

計 44,771,476

729,934 98.0%

処　理　区 科　目 決　算　額 備　考

合計 5,141 189,887 36,836,754 36,103,670 3,150

0 0 100.0%

23,000 99.7%

過年度 - - 735,880 221,021 3,150 511,709 30.0%

小計 1,183 36,250 6,726,733 6,703,733 0

71,144 99.0%

195,225 99.3%

川越

一般家庭 1,117 35,952 6,503,526 6,480,526 0 23,000

小計 3,958 153,637 29,374,141 29,178,916 0
99.6%

事業所等 66 298 223,207 223,207

収入未済額 収納率

現
年
度

桜江
中央

一般家庭 3,447 118,780 21,893,656 21,769,575 0

使用料 件数
汚水量（使用

料対象）
調定額 収入済額 不納欠損額

124,081 99.4%

事業所等 511 34,857 7,480,485 7,409,341 0

過年度 25,000 25,000 0 100.0%
計 525,000 525,000 0 100.0%

加入負担金 調定額 収入済額 収入未済額 収納率
現年度 500,000 500,000 0 100.0%

川越処理区 302 202 66.9 403

計 1,152 941 81.7 1,883

接続率人口
（一般家庭のみ）

桜江中央処理区 850 739 86.9 1,480

7,904

処理区 供用開始件数 接続済件数 接続率

事
業
の
目
的
・
目
標

　桜江地区及び川越地区の生活環境の改
善を図り、併せて公共用水域の水質保全
を目的として、集合処理区域において整
備された農業集落排水施設の維持管理業
務を行い、活力ある農村社会の維持を図
る。

％

62,389,653

事業費（A) 62,397,557

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

事　業　名
農業集落排水事業特別会計
（農業集落排水施設管理費）

予
算
科
目

会計 09 農業集落排水事業特別会計

款 01 総務費

事業開始年度 項 02 施設管理費

担当部署 下水道 目 01 施設維持費

平成 年度 事業進捗率

-213-



課

円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

●接続の状況

件 件 ％ 人

●　加入負担金・使用料の収入状況

件 ㎥

件 ㎥

●維持管理の状況

事　業　名
農業集落排水事業特別会計

（小規模排水処理施設管理費）
予
算
科
目

会計 09 農業集落排水事業特別会計

款 01 総務費

事業開始年度 項 02 施設管理費

担当部署 下水道 目 01 施設維持費

平成 年度 事業進捗率 ％

事業費（A) 834,765 事
業
の
目
的
・
目
標

　農業集落排水事業区域外の生活排水対
策事業として、長谷地区に整備した小規
模集合排水施設を、集合処理である農業
集落排水事業と管理を一体的に行う。財

源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

18 17 94.4 28

その他 834,765

一般財源

供用開始件数 接続済件数 接続率
接続済人口

（一般家庭のみ）

加入負担金 調定額 収入済額 収入未済額 収納率
現年度 0 0 0 －
過年度 0 0 0 －

計 0 0 0 －

6 77 20,651 20,651 0 100.0%

収納率

現年度
一般家庭 96 2,456 457,621 457,621 0 100.0%
事業所等

使用料 件数
汚水量（使用

料対象） 調定額 収入済額 収入未済額

100.0%
過年度 - - - - - -

小計 102 2,533 478,272 478,272 0

需　用　費 168,965 光熱水費等

役　務　費 7,000 手数料

100.0%

科　目 決　算　額 備　考
委　託　料 658,800 施設管理委託料

合計 102 2,533 478,272 478,272 0

合　計 834,765

使　用　料
そ　の　他
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課

円

円

円

円

円

円

施策の内容、実績、及び効果

●接続の状況

件 件 ％ 人

●　加入負担金・使用料の収入状況

件 ㎥

件

合計 件 ㎥

●維持管理の状況

事　業　名
農業集落排水事業特別会計
（個別排水処理施設管理費）

予
算
科
目

会計 09 農業集落排水事業特別会計

款 01 総務費

事業開始年度 項 02 施設管理費

担当部署 下水道 目 01 施設維持費

平成 年度 事業進捗率 ％

事業費（A) 9,959,273 事
業
の
目
的
・
目
標

　農業集落排水事業区域外の生活排水対
策事業として、個別排水処理整備した合
併処理浄化槽を、集合処理である農業集
落排水事業と管理を一体的に行う。財

源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

147 145 98.6 341

その他 9,959,273

一般財源

供用開始件数 接続済件数 接続率
接続済人口

（一般家庭のみ）

加入負担金 調定額 収入済額 収入未済額 収納率
現年度 0 0 0 －
過年度 0 0 0 －

計 0 0 0 －

収入未済額 収納率

現年度
一般家庭 828 29,072 4,518,364 4,444,128 0 74,236

使用料 件数
汚水量（使用

料対象） 調定額 収入済額 不能欠損

98.4%
事業所等 30 1,489 319,342 319,342 0 0 100.0%

74,236 98.5%
過年度 - - 323,423 0 8,400 315,023 0.0%

小計 858 30,561 4,837,706 4,763,470 0

需　用　費 675,657 光熱水費等

役　務　費 584,000 手数料

92.3%

科　目 決　算　額 備　考
委　託　料 8,699,616 施設管理委託料

858 30,561 5,161,129 4,763,470 8,400 389,259

合　計 9,959,273

使　用　料
そ　の　他
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